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１７ 人権教育・人権啓発について 

⑴ 人権問題に対する知識や情報の取得媒体 

問 26 あなたは、これまで人権問題に関する知識や情報を何から得ましたか 

≪あてはまるものすべてに〇≫ 

全 体 

 人権問題に対する知識や情報の取得媒体について尋ねたところ、「テレビや

ラジオ」の割合が 23.7%で最も高く、次いで「新聞」及び「インターネット」

の割合が 14.7%となっており、上位 3 項目で全体の 5 割以上を占めています。 

 

 

  

23.7%

14.7%

14.7%

6.3%

5.7%

5.6%

5.3%

4.5%

3.1%

2.9%

2.8%

2.0%

0.9%

4.4%

0.9%

2.5%

テレビやラジオ

新聞

インターネット

学校の授業

本

家族や友人などの身近な人

行政が発行する広報紙や文書

SNS

ポスター

パンフレットなどの啓発資料

企業や団体が主催する講演会

行政が主催する講演会や研修会

街頭啓発などのイベント

特にない

その他

無回答

全体(n=572)
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性 別 

 男性、女性ともに「テレビやラジオ」の割合が最も高くなっています。 

 男性は「インターネット」の割合が 17.1%で 2 番目に高く、「新聞」の割合が

13.9%で 3 番目に高くなっています。 

 女性は「新聞」の割合が 15.3%で 2 番目に高く、「インターネット」の割合が

12.5%で 3 番目に高くなっています。 

 男性、女性で順位は異なりますが、全体における上位 3 項目が上位 3 位に入

っています。 

 

 

  

20.5%

13.9%

17.1%

6.0%

5.6%

3.8%

6.1%

5.0%

3.1%

3.1%

5.0%

2.2%

1.2%

4.1%

1.2%

2.2%

26.0%

15.3%

12.5%

6.8%

5.6%

7.0%

4.8%

4.2%

3.1%

2.8%

1.2%

2.0%

0.7%

4.6%

0.7%

2.8%

テレビやラジオ

新聞

インターネット

学校の授業

本

家族や友人などの身近な人

行政が発行する広報紙や文書

SNS

ポスター

パンフレットなどの啓発資料

企業や団体が主催する講演会

行政が主催する講演会や研修会

街頭啓発などのイベント

特にない

その他

無回答

男性(n=242) 女性(n=321)
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年代別 

 20 歳代及び 30 歳代では「インターネット」の割合が最も高く、40 歳代までの

各年代では全体の割合と比べて 5 ポイント以上高くなっています。 

 10 歳代から 30 歳代では「学校の授業」の割合が他の年代と比べて高くなって

います。 

 

 

  

テ
レ
ビ
や
ラ
ジ
オ

新
聞

イ
ン
タ
ー

ネ
ッ

ト

学
校
の
授
業

本 家
族
や
友
人
な
ど
の
身
近
な
人

行
政
が
発
行
す
る
広
報
紙
や
文
書

S
N
S

ポ
ス
タ
ー

パ
ン
フ
レ
ッ

ト
な
ど
の
啓
発
資
料

企
業
や
団
体
が
主
催
す
る
講
演
会

行
政
が
主
催
す
る
講
演
会
や
研
修
会

街
頭
啓
発
な
ど
の
イ
ベ
ン
ト

特
に
な
い

そ
の
他

無
回
答

全体(n=572) 23.7% 14.7% 14.7% 6.3% 5.7% 5.6% 5.3% 4.5% 4.4% 3.1% 2.9% 2.8% 2.5% 2.0% 0.9% 0.9%
(1位) (2位) (3位)

10歳代(n=9) 6.7% 6.7% 20.0% 26.7% 6.7% 6.7% 0.0% 6.7% 20.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
(2位) (1位) (2位)

20歳代(n=41) 18.4% 3.9% 20.4% 14.6% 5.8% 8.7% 0.0% 14.6% 3.9% 2.9% 1.9% 2.9% 0.0% 0.0% 1.0% 1.0%
(2位) (1位) (3位) (3位)

30歳代(n=60) 16.9% 7.8% 22.9% 11.4% 5.4% 8.4% 1.8% 6.6% 6.0% 3.0% 1.2% 3.0% 0.6% 1.8% 1.2% 1.8%
(2位) (1位) (3位)

40歳代(n=105) 23.3% 10.9% 21.8% 8.6% 5.6% 6.8% 3.4% 6.0% 2.3% 3.4% 1.5% 2.3% 1.1% 1.9% 1.1% 0.0%
(1位) (3位) (2位)

50歳代(n=120) 23.9% 14.1% 14.5% 5.1% 4.7% 5.1% 4.4% 4.7% 5.4% 4.4% 4.4% 2.7% 1.3% 3.0% 1.0% 1.3%
(1位) (3位) (2位)

60歳代(n=113) 25.6% 17.6% 10.6% 3.7% 7.0% 3.7% 8.1% 1.1% 3.3% 2.6% 4.4% 4.4% 3.3% 2.9% 0.7% 1.1%
(1位) (2位) (3位)

70歳代以上(n=123) 29.5% 25.9% 3.6% 0.4% 5.6% 4.0% 10.4% 0.8% 4.4% 2.0% 2.8% 2.0% 6.8% 1.2% 0.4% 0.4%
(1位) (2位) (3位)

無回答(n=1) 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
(1位)

全体と比べて+5ポイント 年代別

全体と比べて+10ポイント (●位) 割合が高い上位3位

項
目
別
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⑵ 人権啓発活動等の認知状況 

問 27 人権に関わる機関や人権啓発に関する講演会、研修会を知っています

か。                ≪あてはまるものすべてに○≫ 

全 体 

 人権啓発活動等の認知状況について尋ねたところ、「子育て支援センター」の

割合が 20.5%で最も高く、次いで「民生委員・児童委員」の割合が 18.0%、「すべ

て知らない」の割合が 17.5%となっています。 

 

 

  

20.5%

18.0%

12.9%

5.6%

4.1%

4.1%

3.7%

3.6%

3.3%

1.7%

1.2%

17.5%

3.7%

子育て支援センター

民生委員・児童委員

地域包括支援センター

人権擁護委員

岐阜県人権啓発センター

インターネット等による相談窓口（法務局等）

保護司及び更生保護女性会

子育て相談センター羽っぴぃ

羽島市社会人権教育推進協議会

羽島市人権を考える会（講演会）

岐阜県主催の人権講演会

すべて知らない

無回答

全体(n=572)
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性 別 

 男性は「すべて知らない」の割合が 21.2%で最も高く、女性(14.8%)と比べて

6.4 ポイント高くなっています。次いで「子育て支援センター」の割合が 18.1%、

「民生委員・児童委員」の割合が 16.4%となっています。 

 女性は「子育て支援センター」の割合が 22.1%で最も高く、次いで「民生委

員・児童委員」の割合が 19.2%、「地域包括支援センター」の割合 15.2%となっ

ており、男性(9.7%)と比べて 5.5 ポイント高くなっています。 

 

 

  

18.1%

16.4%

9.7%

7.1%

5.5%

6.0%

4.0%

2.7%

2.9%

1.5%

1.3%

21.2%

3.5%

22.1%

19.2%

15.2%

4.7%

3.2%

2.7%

3.5%

4.3%

3.5%

1.7%

1.2%

14.8%

3.8%

子育て支援センター

民生委員・児童委員

地域包括支援センター

人権擁護委員

岐阜県人権啓発センター

インターネット等による相談窓口（法務局等）

保護司及び更生保護女性会

子育て相談センター羽っぴぃ

羽島市社会人権教育推進協議会

羽島市人権を考える会（講演会）

岐阜県主催の人権講演会

すべて知らない

無回答

男性(n=242) 女性(n=321)
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年代別 

 10 歳代から 40 歳代までは「すべて知らない」の割合が、全体における割合と

比べて高くなっています。一方「民生委員・児童委員」の割合は全体における割

合と比べて低くなっています。 

 

 

  

子
育
て
支
援
セ
ン
タ
ー

民
生
委
員
・
児
童
委
員

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー

人
権
擁
護
委
員

岐
阜
県
人
権
啓
発
セ
ン
タ
ー

イ
ン
タ
ー

ネ
ッ

ト
等
に
よ
る
相
談
窓
口
（

法
務
局
等
）

保
護
司
及
び
更
生
保
護
女
性
会

子
育
て
相
談
セ
ン
タ
ー

羽
っ

ぴ
ぃ

羽
島
市
社
会
人
権
教
育
推
進
協
議
会

羽
島
市
人
権
を
考
え
る
会
（

講
演
会
）

岐
阜
県
主
催
の
人
権
講
演
会

す
べ
て
知
ら
な
い

無
回
答

全体(n=572) 20.5% 18.0% 12.9% 5.6% 4.1% 4.1% 3.7% 3.6% 3.3% 1.7% 1.2% 17.5% 3.7%
(1位) (2位) (3位)

10歳代(n=9) 20.0% 10.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 20.0%
(2位) (1位) (2位)

20歳代(n=41) 21.1% 7.0% 7.0% 1.8% 5.3% 7.0% 3.5% 3.5% 1.8% 0.0% 0.0% 42.1% 0.0%
(2位) (3位) (3位) (3位) (1位)

30歳代(n=60) 22.9% 12.4% 10.5% 3.8% 3.8% 8.6% 2.9% 5.7% 2.9% 1.0% 1.0% 23.8% 1.0%
(2位) (3位) (1位)

 40歳代(n=105) 25.8% 13.7% 10.4% 3.8% 6.0% 6.6% 2.2% 2.7% 1.6% 1.1% 1.1% 23.1% 1.6%
(1位) (3位) (2位)

50歳代(n=120) 20.6% 19.3% 13.2% 7.4% 3.3% 4.9% 3.3% 2.5% 2.5% 2.5% 1.6% 16.5% 2.5%
(1位) (2位) (3位)

60歳代(n=113) 19.8% 22.2% 15.3% 7.6% 4.2% 2.8% 4.2% 3.5% 5.6% 1.7% 1.4% 8.3% 3.5%
(2位) (1位) (3位)

70歳代以上(n=123) 16.0% 20.3% 14.8% 4.6% 3.4% 0.4% 5.5% 4.6% 3.4% 2.1% 1.3% 15.6% 8.0%
(2位) (1位) (3位)

全体と比べて+5ポイント 年代別

全体と比べて+10ポイント (●位) 割合が高い上位3位

項
目
別
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⑶ 人権尊重の考え方について強く影響を受けたもの 

問 28 あなたが、人権尊重の考えについて強く影響を受けたと思うものは何で

すか。               ≪あてはまるものすべてに○≫ 

全 体 

 人権尊重の考え方について強く影響を受けたものについて尋ねたところ、「職

場でのかかわり」の割合が 10.6%で最も高く、次いで「特にない」の割合が 9.5%、

「家族とのかかわり」及び「近所の人とのかかわりや地域行事」の割合が 9.3%

となっています。 

 

 

  

10.6%

9.3%

9.3%

8.9%

8.8%

8.5%

8.4%

5.2%

3.0%

3.0%

2.4%

1.2%

9.5%

7.0%

1.6%

3.3%

職場でのかかわり

家族とのかかわり

近所の人とのかかわりや地域行事

友人とのかかわり

中学校での授業や行事

小学校での授業や行事

職場での人権教育・研修

高等学校での授業や行事

大学等での講義

企業や民間団体が主催する講演会・研修会・講座

行政が主催する講演会・研修会・講座

当事者団体や支援団体が主催する交流会など

特にない

わからない

その他

無回答

全体(n=572)



105 

性 別 

 男性は「職場でのかかわり」の割合が 11.8 で最も高く、次いで「職場での人

権教育・研修」の割合が 11.2%、「中学校での授業や行事」の割合が 10.1%となっ

ています。 

 女性は「家族とのかかわり」の割合が 9.9%で最も高く、次いで「職場でのか

かわり」及び「特にない」の割合が 9.5%となっています。 

 

 

  

11.8%

8.9%

9.3%

8.9%

10.1%

9.3%

11.2%

3.6%

1.5%

3.8%

2.5%

0.6%

9.1%

5.7%

0.4%

3.2%

9.5%

9.9%

9.4%

8.5%

7.9%

8.0%

6.4%

6.5%

4.2%

2.2%

2.3%

1.7%

9.5%

8.2%

2.5%

3.3%

職場でのかかわり

家族とのかかわり

近所の人とのかかわりや地域行事

友人とのかかわり

中学校での授業や行事

小学校での授業や行事

職場での人権教育・研修

高等学校での授業や行事

大学等での講義

企業や民間団体が主催する講演会・研修会・講座

行政が主催する講演会・研修会・講座

当事者団体や支援団体が主催する交流会など

特にない

わからない

その他

無回答

男性(n=242) 女性(n=321)



106 

年代別 

 全体において最も高い割合の「職場でのかかわり」は、30 歳代及び 50 歳代で

最も高くなっています。 

 10 歳代から 40 歳代までで「友人とのかかわり」、「中学校での授業や行事」、

「小学校での授業や行事」のいずれかが各年代の上位 2 までに入っています。 

 
 

 

  

職
場
で
の
か
か
わ
り

家
族
と
の
か
か
わ
り

近
所
の
人
と
の
か
か
わ
り
や
地
域
行
事

友
人
と
の
か
か
わ
り

中
学
校
で
の
授
業
や
行
事

小
学
校
で
の
授
業
や
行
事

職
場
で
の
人
権
教
育
・
研
修

高
等
学
校
で
の
授
業
や
行
事

大
学
等
で
の
講
義

企
業
や
民
間
団
体
が
主
催
す
る
講
演
会
・
研
修
会
・
講
座

行
政
が
主
催
す
る
講
演
会
・
研
修
会
・
講
座

当
事
者
団
体
や
支
援
団
体
が
主
催
す
る
交
流
会
な
ど

特
に
な
い

わ
か
ら
な
い

そ
の
他

無
回
答

全体(n=572) 10.6% 9.3% 9.3% 8.9% 8.8% 8.5% 8.4% 5.2% 3.0% 3.0% 2.4% 1.2% 9.5% 7.0% 1.6% 3.3%

(1位) (3位) (3位) (2位)

10歳代(n=9) 11.1% 0.0% 0.0% 11.1% 11.1% 11.1% 0.0% 11.1% 11.1% 0.0% 0.0% 0.0% 11.1% 22.2% 0.0% 0.0%

(2位) (2位) (2位) (2位) (2位) (2位) (2位) (1位)

20歳代(n=41) 8.9% 6.3% 3.8% 8.9% 17.7% 10.1% 3.8% 12.7% 7.6% 0.0% 0.0% 1.3% 13.9% 5.1% 0.0% 0.0%

(1位) (3位) (2位)

30歳代(n=60) 14.7% 9.6% 5.1% 12.5% 8.8% 11.0% 8.1% 6.6% 6.6% 0.7% 0.0% 0.0% 5.9% 8.8% 0.7% 0.7%

(1位) (2位) (3位)

 40歳代(n=105) 9.1% 11.1% 3.8% 9.6% 14.4% 14.9% 8.2% 5.3% 2.4% 2.4% 1.9% 0.5% 5.8% 8.2% 1.0% 1.4%

(3位) (2位) (1位)

50歳代(n=120) 12.7% 10.3% 8.5% 8.5% 9.9% 8.9% 7.0% 4.2% 1.4% 3.3% 1.9% 0.9% 12.2% 6.1% 2.3% 1.9%

(1位) (3位) (2位)

60歳代(n=113) 10.1% 8.4% 11.0% 6.2% 4.8% 5.3% 13.7% 5.3% 2.6% 4.8% 4.4% 2.2% 8.8% 5.3% 2.6% 4.4%

(3位) (2位) (1位)

70歳代以上(n=123) 8.6% 9.0% 19.0% 9.0% 2.9% 2.9% 6.7% 1.9% 1.4% 3.8% 3.8% 1.9% 11.9% 7.6% 1.4% 8.1%

(3位) (1位) (3位) (2位)

全体と比べて+5ポイント 年代別

全体と比べて+10ポイント (●位) 割合が高い上位3位

項
目
別
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⑷ 人権問題に対する理解・意識の醸成に必要なこと 

問 29 人権問題についての理解を深め、人権意識を高めるために、今後必要な

ことはどのようなことだと思いますか。      ≪○は 3 つまで≫ 

全 体 

 人権問題に対する理解・意識の醸成に必要なことについて尋ねたところ、「学

校での教育を充実する」の割合が 25.5%で最も高く、次いで「行政による啓発広

報活動を積極的に行う」の割合が 15.9%、「人権侵害を受けた人への相談や支援

を充実する」の割合が 14.0%となっています。上位 3 項目で全体の 5 割以上を占

めています。 

 

 

  

25.5%

15.9%

14.0%

13.2%

9.7%

6.2%

2.7%

0.4%

1.9%

7.0%

0.4%

3.1%

学校での教育を充実する

行政による啓発広報活動を積極的に行う

人権侵害を受けた人への相談や支援を充実する

企業や職場の取組を充実する

地域での取組を充実する

家庭での取組を充実する

民間活動団体での取組を充実する

人権意識は向上しているので特に取り組む必要はない

個人の意識の問題なので介入する必要はない

わからない

その他

無回答

全体(n=572)
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性 別 

 男性、女性ともに「学校での教育を充実する」の割合が最も高く、次いで「行

政による啓発広報活動を積極的に行う」の割合が高くなっています。 

 男性は「企業や職場の取組を充実する」の割合が 3 番目に高く、女性は「人権

侵害を受けた人への相談や支援を充実する」の割合が 3 番目に高くなっていま

す。 

 
 

  

23.9%

16.1%

13.7%

14.5%

12.0%

5.3%

4.5%

0.4%

1.2%

5.5%

0.2%

2.7%

26.8%

15.9%

14.3%

12.1%

8.0%

6.8%

1.4%

0.3%

2.4%

8.1%

0.5%

3.3%

学校での教育を充実する

行政による啓発広報活動を積極的に行う

人権侵害を受けた人への相談や支援を充実する

企業や職場の取組を充実する

地域での取組を充実する

家庭での取組を充実する

民間活動団体での取組を充実する

人権意識は向上しているので特に取り組む必要はない

個人の意識の問題なので介入する必要はない

わからない

その他

無回答

男性(n=242) 女性(n=321)
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年代別 

 「学校での教育を充実する」の割合は、年代が低いほど高い傾向となっていま

す。一方「行政による啓発広報活動を積極的に行う」や「人権侵害を受けた人へ

の相談や支援を充実する」の割合は年代が高いほど高い傾向になっています。 
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よ
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や
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の
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な
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で
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必
要
は
な
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わ
か
ら
な
い

そ
の
他

無
回
答

全体(n=572) 25.5% 15.9% 14.0% 13.2% 9.7% 6.2% 2.7% 0.4% 1.9% 7.0% 0.4% 3.1%
(1位) (2位) (3位)

10歳代(n=9) 38.5% 7.7% 7.7% 7.7% 7.7% 7.7% 0.0% 0.0% 7.7% 15.4% 0.0% 0.0%
(1位) (3位) (3位) (3位) (3位) (3位) (3位) (2位)

20歳代(n=41) 30.6% 11.1% 8.3% 20.8% 6.9% 5.6% 2.8% 0.0% 0.0% 13.9% 0.0% 0.0%
(1位) (2位) (3位)

30歳代(n=60) 31.4% 11.6% 8.3% 15.7% 9.9% 11.6% 2.5% 0.0% 0.8% 6.6% 0.8% 0.8%
(1位) (3位) (2位) (3位)

 40歳代(n=105) 28.6% 14.3% 13.8% 13.8% 10.1% 7.4% 2.3% 0.5% 1.4% 6.0% 0.5% 1.4%
(1位) (2位) (3位) (3位)

50歳代(n=120) 27.4% 15.5% 15.5% 15.1% 9.1% 4.4% 3.6% 0.8% 2.0% 4.4% 0.8% 1.6%
(1位) (2位) (2位)

60歳代(n=113) 23.7% 17.2% 14.2% 14.2% 9.9% 5.2% 2.2% 0.0% 2.2% 7.8% 0.0% 3.4%
(1位) (2位) (3位) (3位)

70歳代以上(n=123) 17.0% 21.0% 17.4% 5.8% 10.7% 5.4% 3.1% 0.4% 3.1% 7.6% 0.4% 8.0%
(3位) (1位) (2位)

全体と比べて+5ポイント 年代別

全体と比べて+10ポイント (●位) 割合が高い上位3位

項
目
別
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⑸ 人権啓発活動を効果的に行うための取り組み 

問 30 人権啓発を効果的に行うために、どのような啓発活動が有効だと思いま

すか。                     ≪〇は 3 つまで≫ 

全 体 

 人権啓発活動を効果的に行うための取り組みについて尋ねたところ、「学校に

出向いて出前授業を行う」の割合が 24.4%で最も高く、次いで「市のホームペー

ジを充実させ様々な人権問題を取り上げる」の割合が 19.9%、「SNS で人権に関

する情報を発信する」の割合が 15.1%となっています。 

 
  

24.4%

19.9%

15.1%

10.9%

7.6%

5.5%

1.5%

10.0%

1.2%

4.0%

学校に出向いて出前授業を行う

市のホームページを充実させ様々な人権問題を取り上げる

SNSで人権に関する情報を発信する

講演会や研修会を開催する

オンラインを活用した講座などを開催する

人権啓発関連教材を手軽に借りることができるようにする

特にすべきことはない

わからない

その他

無回答

全体(n=572)
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性 別 

 男性、女性ともに「学校に出向いて出前授業を行う」の割合が最も高く、次い

で「市のホームページを充実させ様々な人権問題を取り上げる」の割合が高くな

っています。 

 男性は「講演会や研修会を開催する」の割合が 3 番目に高く、女性は「SNS で

人権に関する情報を発信する」の割合が 3 番目に高くなっています。 

 

  

23.6%

21.2%

13.2%

14.3%

9.0%

6.0%

1.4%

6.7%

0.9%

3.7%

25.1%

19.2%

16.7%

7.8%

6.3%

5.3%

1.4%

12.9%

1.2%

4.1%

学校に出向いて出前授業を行う

市のホームページを充実させ様々な人権問題を取り上げる

SNSで人権に関する情報を発信する

講演会や研修会を開催する

オンラインを活用した講座などを開催する

人権啓発関連教材を手軽に借りることができるようにする

特にすべきことはない

わからない

その他

無回答

男性(n=242) 女性(n=321)
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年代別 

 70 歳代以上を除く年代で「学校に出向いて出前授業を行う」の割合は、各年

代における上位 2 位までに入っています。 

 20 歳代から 40 歳代までは「SNS で人権に関する情報を発信する」の割合が他

の年代と比べ高くなっています。 
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で
き
る
よ
う
に
す
る

特
に
す
べ
き
こ
と
は
な
い

わ
か
ら
な
い

そ
の
他

無
回
答

全体(n=572) 24.4% 19.9% 15.1% 10.9% 7.6% 5.5% 1.5% 10.0% 1.2% 4.0%
(1位) (2位) (3位)

10歳代(n=9) 18.2% 9.1% 18.2% 9.1% 9.1% 9.1% 9.1% 18.2% 0.0% 0.0%
(1位) (1位) (1位)

20歳代(n=41) 26.1% 13.0% 31.9% 8.7% 10.1% 0.0% 1.4% 8.7% 0.0% 0.0%
(2位) (3位) (1位)

30歳代(n=60) 29.7% 12.6% 21.6% 5.4% 12.6% 7.2% 0.9% 6.3% 2.7% 0.9%
(1位) (3位) (2位) (3位)

 40歳代(n=105) 29.3% 12.7% 21.0% 7.2% 11.0% 3.9% 2.2% 9.9% 1.1% 1.7%
(1位) (3位) (2位)

50歳代(n=120) 30.1% 21.4% 13.6% 11.2% 6.3% 4.4% 0.0% 9.7% 1.9% 1.5%
(1位) (2位) (3位)

60歳代(n=113) 20.9% 23.0% 9.7% 15.3% 7.1% 7.7% 1.5% 9.2% 0.5% 5.1%
(2位) (1位) (3位)

70歳代以上(n=123) 13.3% 29.8% 6.1% 13.8% 2.2% 7.2% 2.2% 13.8% 0.6% 11.0%
(1位) (2位) (2位)

全体と比べて+5ポイント 年代別

全体と比べて+10ポイント (●位) 割合が高い上位3位

項
目
別
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⑹ 人権を尊重しあうために必要なこと 

問 31 あなたは、市民一人ひとりが、人権を尊重しあうために心がけ、行動す

べきことはどのようなことだと思いますか。    ≪○は 2 つまで≫ 

全 体 

 人権を尊重しあうために必要なことについて尋ねたところ、「人権に対する正

しい知識を身につけること」の割合が 31.8%で最も高く、次いで「自分の権利ば

かりでなく他人の権利を尊重すること」の割合が 20.7%、「因習や誤った固定観

念にとらわれないこと」の割合が 20.1%となっています。上位 3 項目で全体の 7

割以上を占めています。 

 
 

  

31.8%

20.7%

20.1%

7.5%

6.9%

4.2%

0.9%

4.0%

0.5%

3.4%

人権に対する正しい知識を身につけること

自分の権利ばかりでなく他人の権利を尊重すること

因習や誤った固定観念にとらわれないこと

自分の生活している地域の人々を大切にすること

家庭内での家族の権利を大切にすること

職場で人権を尊重する意識を高めあうこと

特にすべきことはない

わからない

その他

無回答

全体(n=572)
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性 別 

 男性、女性ともに「人権に対する正しい知識を身につけること」の割合が最も

高くなっています。 

 男性は「因習や誤った固定観念にとらわれないこと」の割合が 2 番目に高く、

「自分の権利ばかりでなく他人の権利を尊重すること」の割合が 3 番目に高く

なっています。 

 女性は「自分の権利ばかりでなく他人の権利を尊重すること」の割合が 2 番

目に高く、「因習や誤った固定観念にとらわれないこと」の割合が 3 番目に高く

なっています。 

 
 

  

32.4%

20.0%

20.7%

7.4%

6.0%

4.8%

1.7%

3.1%

0.5%

3.6%

31.0%

21.4%

19.5%

7.7%

7.8%

3.8%

0.4%

4.6%

0.5%

3.3%

人権に対する正しい知識を身につけること

自分の権利ばかりでなく他人の権利を尊重すること

因習や誤った固定観念にとらわれないこと

自分の生活している地域の人々を大切にすること

家庭内での家族の権利を大切にすること

職場で人権を尊重する意識を高めあうこと

特にすべきことはない

わからない

その他

無回答

男性(n=242) 女性(n=321)
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年代別 

 70 歳代以上を除く各年代で、全体における上位 3 項目が上位 3 位に入ってい

ます。 

 10 歳代及び 20 歳代は「因習や誤った固定観念にとらわれないこと」の割合が

他の年代と比べて高くなっています。 
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そ
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無
回
答

全体(n=572) 31.8% 20.7% 20.1% 7.5% 6.9% 4.2% 0.9% 4.0% 0.5% 3.4%
(1位) (2位) (3位)

10歳代(n=9) 33.3% 13.3% 26.7% 0.0% 6.7% 0.0% 6.7% 13.3% 0.0% 0.0%
(1位) (3位) (2位) (3位)

20歳代(n=41) 25.4% 23.9% 29.9% 4.5% 7.5% 3.0% 1.5% 4.5% 0.0% 0.0%
(2位) (3位) (1位)

30歳代(n=60) 31.4% 18.6% 22.5% 6.9% 7.8% 4.9% 0.0% 6.9% 0.0% 1.0%
(1位) (3位) (2位)

 40歳代(n=105) 34.8% 21.0% 23.8% 3.3% 6.1% 5.5% 1.1% 1.7% 1.1% 1.7%
(1位) (3位) (2位)

50歳代(n=120) 37.5% 19.2% 20.2% 6.7% 5.8% 4.8% 0.5% 3.4% 0.5% 1.4%
(1位) (3位) (2位)

60歳代(n=113) 31.8% 17.9% 20.5% 8.2% 7.7% 3.6% 0.0% 4.6% 1.0% 4.6%
(1位) (3位) (2位)

70歳代以上(n=123) 25.5% 25.0% 11.8% 13.2% 7.5% 3.3% 1.9% 3.8% 0.0% 8.0%
(1位) (2位) (3位)

全体と比べて+5ポイント 年代別

全体と比べて+10ポイント (●位) 割合が高い上位3位

項
目
別
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１８ 自由意見 

問 34 これまでの設問に関することも含めて、人権問題に関するご意見があり

ましたら、ご自由にお書きください。 

 本調査における各設問も含め、人権問題についての意見は 97 人から 138 件あ

り、要約し分類しました。 

分類 件数 

⑴ 人権全般 25 

⑵ 各人権 35 

⑶ 人権意識 22 

⑷ 人権教育・啓発 30 

⑸ 本調査 18 

⑹ その他 8 

合計 138 

 

⑴ 人権全般 

① 尊重・認め合い（6 件） 

・弱い立場の人たちの声がもっと響く社会になることを願う。 

・お互いの人権を尊重する平和な社会であってほしい。 

・他人を「認め合うこと」など、様々な機会を捉えて、人権問題を知らせてい

くことが大切。 

・一人ひとり成育環境が異なり考え方も当然違うが、家族や地域の人などと協

力し合い助け合うことが重要。 

・人権は等しく皆が持っているものなので、お互いに尊重しあうことしか解決

する道はないと思う。 など 

② 人権問題に対する理解（5 件） 

・すべての人が健康的で平等な生き方ができる社会（羽島市）になることを願う。

そのためには、どのような人権問題があるかを「知る」ことが重要であると思

う。 

・自分が知っている情報には限りがあることを認め、信頼できる情報源から正

確な情報を得るように努力することが必要。 

・人権問題は「理解すること」に尽きる。 



117 

・偏見や差別は無知から始まっていると思うので、広く知ってもらう方法があ

るとよい。 など 

③ 人権を取り巻く環境（2 件） 

・SDGs の観点からも人権を尊重する企業の社会的責任は世界的に増している。

ビジネスと人権の視点で企業ガバナンスが必要で、企業は業績にも影響を与

える人権への理解を踏まえた行動計画が必要である。 

・日本は外国と比べて人権は尊重されていると思う。 

④ 人権問題に対する心構え（3 件） 

・人権問題は地道な活動が何よりも大切だと思う。 

・一人ひとりが他人に迷惑をかけず、日々成長することが大事。 

・他人に左右されることなく、自分の考えをしっかり持って生活すれば改善で

きると思う。 

⑤ その他（9 件） 

・人権問題を声高に叫ぶ人たちが一番差別的な言動をしていると感じる。声を上

げることは重要だがビジネス化している。 

・何事も権利が先行し思いやりがなくなった。 

・部落意識、女性らしさ、母親像など古い考え方に当てはめようとする思想

は、自分が勝手に思っているだけならば良いが、他人に一言でも発したり態

度で示したりすれば人権侵害である。 

・差別をしていないのに当事者に怒鳴られたことがあり、当事者の意識の問題

もあると感じた。 など 

⑵ 各人権問題 

① 女性の人権問題（1 件） 

・就職活動の面接中に面接官から「女の子なのに海外出張とか海外赴任はでき

るのか」と聞かれ、どういう意味か分からなかった。 

② 子どもの人権問題（7 件） 

・子どもの虐待は絶対に許されない。 

・学校での子ども同士のいじめや職場でのパワーハラスメントは、早急に今ま

で以上に力を入れて取り組んでほしい。 

・子どもの人権については、大人が常に関心を持ち守っていかなければならな

い。 など 
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③ 高齢者の人権問題（2 件） 

・地域によっては高齢者施設や病院が選択できない場合がある。 

・病院や介護施設で、高齢者を子ども扱いすることが多いと思う。 

④ 障がいがある人の人権問題（6 件） 

・昔より発達障がい児への理解は深まっているが、もっと個々の成長に目を向

けるべき。 

・障がい者の就労後の相談・支援や職場への理解促進が必要。 など 

⑤ 同和問題（部落差別）障がいがある人の人権問題（5 件） 

・同和問題やアイヌの人々の人権等は身近でなく分からず、過去の問題だと思

っていた。 

・同和問題は対応が難しい問題で、一人ひとりが理解することが重要。 

・同和問題についての過剰な教育は余計に差別を生むと思うので難しい。など 

⑥ アイヌの人々の人権問題（1 件） 

・アイヌの人々はかっこいいと思っている人が周りに多い。 

⑦ 新型コロナウイルス感染症に関する人権問題（1 件） 

・新型コロナウイルス感染についての誹謗中傷等は、2 年ほど前はひどかった

が今は感じない。 

⑧ インターネットによる人権問題（3 件） 

・SNS による人権問題は増加していると思う。 

・インターネットによる人権侵害に関して、学校だけでなく家庭での教育が十

分でない。子どもには何がいけないかを考えさせる必要がある。 

・インターネットや SNS 上の嫌がらせ、迷惑行為が増えていると感じるが対策

が不十分であると感じる。被害者への支援と法整備を充実させてほしい。 

⑨ 多様な性に関する人権問題（1 件） 

・性差別（マイノリティー）に興味があるが、今後中学校の制服の自由化(男

女で一律に区別しない)などを通じて、中高生から差別をなくせば大人に浸

透すると思う。 

⑩ 働く人の人権問題（2 件） 

・職場での不利な扱い(勤続年数を考慮されていない)。 

・岐阜県のパートの最低賃金が安すぎる。 

⑪ その他の人権問題（6 件） 

・父子家庭の働く環境が悪い。母子家庭は様々な面で優遇されているが父子家

庭はほぼ何もなく改善されれば嬉しい。 
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・学歴で判断しない。 など 

⑶ 人権意識 

① 人権問題に対する認識（10 件） 

・人権問題はよくわからない。 

・自分の偏見には気づきにくい面があり、偏見の多くは誤解や間違った情報か

ら生まれると思う。 

・根深い問題で難しい。 

・仕事、子育て、地域との関係等において差別や不利益に直面したときに考え

させられるが、自分が直面していない時は、あまり関心がなくなる。 など 

② 人権問題に対する意識の変化（8 件） 

・日常生活で人権に関して見聞きする機会がほとんどないため、今もなお各種

人権問題が存在していることに気づいた。 

・人権問題をあまり考えてこなかったが、これからは少しずつ関心を持ち考え

ていきたい。 

・普段は人権問題が存在する事すら気にしていなかったが、個々が認識を深め

る事の重要性を痛感した。 

・「多様な性」や「結婚後別々の姓を名乗る」など 80 代になる自分には思いも

しなかったことで戸惑うばかりだが、学んでいきたいと思う。 など 

③ その他（4 件） 

・自分の身近には人権問題はなく、あまり考えたことはないが、テレビ等で

様々な報道を見聞きすると、怒りを感じたり、自分に置き換えて考えること

がある。 

・男性と女性では体が違うので、平等な仕事量を求められても困る。男性は男

らしく、女性は女らしくという言葉が残っても良いと思う。 など 

⑷ 人権教育・人権啓発等 

① 人権教育（11 件） 

・幼少期からの教育が大事。 

・人権とは何かを知る必要があると思う 

・家庭内外にかかわらず、子ども時代の教育がすべてだと思う。成人してから

は本質的な部分は変えにくいので、教育に力を入れるべきだと考える。 

・非常に難しい問題であるだけに古い固定観念にとらわれず、正確な知識をな
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るべく早く小学校低学年からしっかり教育し、少しでも人権問題が無くなっ

ていけば良いと思う。 など 

② 人権啓発（6 件） 

・人権に関するテレビ CM が増えると目にとまりやすくなると思う。 

・自分の人権侵害につながる行動に気づけるようになること、第三者が容易に

指摘できるような雰囲気ができるようなることが重要で、学校、職場、地域

社会での啓発が必要。 

・行政から積極的な啓発活動を行ってほしい。 など 

③ 環境等整備（7 件） 

・子育てに関して気軽に相談できる場所があるとよい。 

・苦しむ人がいるなら相談できる場所などの情報を常に発信する事が大事。 

・ルールを守らない人間が淘汰されていく罰則は必要であり、それらは守る側

のモチベーションにもなり抑止力にもなる。 など 

④ その他（6 件） 

・テレビなどのメディアでは人権問題について聞くことはあるが、実際によく

考え学んだのは学生時の授業くらいであり、他の機会が少ないと思う。 

・人権の勉強は学校だけでは不十分で家庭でも勉強すべきである。また、他人

の家庭には口を出さないという考えはやめ、地域住民が団結するべきであ

る。 

・全員に対して何かを行うことは難しいが、一人ひとりの人権に対する意識を

向上させることが大切。 など 

⑸ 本調査について 

① 調査全般（5 件） 

・市民意識調査に協力させることが人権を無視している行為だと言える。 

・市民の意識調査のアンケートを実施すること自体が人権意識を高めることに

つながる。 など 

② 調査内容（9 件） 

・アンケートの質問内容が難しかった。 

・性別に関する設問があることに疑問を感じる。 

・項目が多すぎて難しい。 など 
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③ その他（4 件） 

・本調査で何が変わるか気になる。 

・人権といわれてもすぐにピンとこない。「人権とはわかりやすく言うと、具

体的にこういうことです」などと最初に説明があると分かりやすい。 など 

⑹ その他 

① 行政の取り組み等（4 件） 

・政府や報道機関等が正しく細かく取り上げないと認識不足は改善されないと

思う。 

・学校や会社は行政の支援がないと積極的には人権問題に取り組まないのが現

状だと思う。 など 

② 自身の体験（3 件） 

・児童虐待や思わぬ形で母子家庭ということが知れ渡ってしまったこと。など 

③ その他（1 件） 

・市民を大切にし、住みよい街にしてほしい。 
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Ⅳ 参考資料 

１ 調査票 
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